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               午前９時５８分開会 

【小川食品監視課長】  皆さん、おはようございます。 

 定刻より少し早いのですが、皆さんおそろいですので、ただいまから東京都食品安

全審議会第４回検討部会「意見を聴く会」を開催したいと思います。 

 それでは、高橋部会長、よろしくお願いいたします。 

【高橋（久）部会長】  おはようございます。本日は「意見を聴く会」にご出席い

ただきまして、ありがとうございます。 

 私は、東京都食品安全審議会検討部会の部会長を仰せつかっております高橋です。

本日の進行を務めさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 本日は、６月２８日に知事より諮問を受けました「都における食品の安全に関する

リスクコミュニケーションの充実に向けた考え方」について、知事の附属機関であり

ます当審議会において審議を重ね、１０月２５日に取りまとめました「中間のまと

め」に対するご意見を様々な立場の方からいただきたく開催した会でございます。ご

出席いただきました皆様からは、忌憚のないご意見をいただければ幸いでございます。 

 では、当会の趣旨及び本日のスケジュールについて、事務局よりご説明願います。 

【小川食品監視課長】  それでは事務局の方から、スケジュール等につきましてご

説明差し上げます。 

 まず、東京都食品安全審議会は、平成１６年３月にこれまでの食品安全条例をより

一層推進するため制定されました東京都食品安全条例に基づく知事の諮問機関であり、

消費者、事業者、行政の３者が、それぞれの立場から食品の安全確保に関する事柄に

ついて進言をいただく機関でございます。 

 昨年度は、都の食品安全行政を総合的、かつ計画的に推進するための食品安全推進

計画を策定するに当たりまして、その考え方についてご審議をいただき、答申をいた

だきました。本年度は、食品安全推進計画においても、重点的、優先的に取り組むべ

きとされました食品の安全に関するリスクコミュニケーションに関しまして、都にお

ける食品の安全に関するリスクコミュニケーションをより充実させるための考え方に

ついて、現在ご審議いただいているところでございます。 

 １０月２５日には、これまでの検討結果を中間のまとめとして取りまとめていただ

き、都民、事業者の皆様方からご意見をいただくため、公表いたしました。現在、パ

ブリックコメントを募集しているところでございます。本日のこの会は、パブリック

コメントの募集とは別に、審議会の検討部会として直接皆様のご意見を伺うために開

催するものでございます。 

 次に、本日のスケジュールですが、最初に、「都における食品の安全に関するリス

クコミュニケーションの充実に向けた考え方」の中間のまとめの内容につきまして、

私どもの方から三、四十分ほどかけましてご説明をさせていただきます。その後に、

事前にお申し込みいただいた５人の皆様方から順番にご意見をいただきたいと考えて

おりますので、どうかよろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

【高橋（久）部会長】  ありがとうございました。 

 では、早速「都における食品の安全に関するリスクコミュニケーションの充実に向
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けた考え方」の中間のまとめについて、事務局より説明願います。 

【中村食品安全担当係長】  それでは、事務局より説明をさせていただきます。 

 お手元に本日の資料をお配りしてあるかと思います。表に「『意見を聴く会』資

料」と書いてあるものです。１枚めくっていただきますと本日の次第がありまして、

裏に部会委員の名簿がついてございます。その次の「資料」というものが、１０月２

５日に審議会で取りまとめられた「中間のまとめ」でして、１４ページまでございま

す。 

 １４ページの後ろに、この「中間のまとめ」の概要を示した図が１枚ついてありま

す。その図をめくっていただきますと、パワーポイントのスライドが８ページあるか

と思います。本日は、そのスライドに従いまして、この中間のまとめについて簡単に

ご説明をさせていただきたいと思っております。 

               〔スライド映写〕 

 まず、今回審議会の方で取りまとめをしていただきましたが、リスクコミュニケー

ションとは何かということでございます。ここに書いてございますが、「リスク分析

の全過程において、リスク評価者、リスク管理者、消費者、事業者、研究者、その他

の関係者の間で情報および意見を相互に交換すること」と考えました。これは、内閣

府の食品安全委員会のホームページに載っている用語集の中の定義でございます。 

 この「リスク分析の全過程において」ということでございますが、現在、食品の安

全というものはリスク分析という考え方で進められております。このリスク分析とい

うのは３つの要素から成り立っております。リスク評価、リスク管理、そしてリスク

コミュニケーションという、この３つの要素が一体となって取り組むというのが、現

在の食品の安全体制であって、それぞれについては後ほどご説明させていただきたい

と思います。 

 なぜリスクコミュニケーションが必要になってきたかということについて説明いた

します。大前提といたしまして、現在、食品の安全性というのは、単にシロ・クロで

判断できない時代になってきているということがあります。昔ですと、基準に合って

いるか、合っていないか、あるいは食べても大丈夫なのか、食べると下痢をするとか、

このように単純に判断してきたわけですが、現在、食品というのはどのような食品に

もリスクが存在するという考え方になっています。 

 その考え方の１つの根拠が、どんな食品でも大量に食べれば悪影響があるというこ

とです。水であっても、一度に３リットル以上飲めば命にかかわるようなことになり

ますし、食品を食べることによる影響には量の問題というものもあるのだろうと思わ

れます。 

 それからもう１つは、様々なリスクがあるのですが、そのすべてが解明されている

わけではありません。新たなリスクが今後発生する可能性があるということを考える

と、食品の安全には絶対はない、ゼロリスクはないということです。そこで、それを

未然に防止するための方法として、先ほど申し上げたリスク分析という考え方が取り

入れられてきたということです。 

 先ほどリスク分析というのは３つの要素から成り立っているというお話を申し上げ

ました。そのうちの１つ、リスク評価について説明いたします。これは悪影響の程度
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ですとか性質、あるいはそういった悪影響を及ぼす量、先ほど量というお話をしまし

たけれども、それを科学的に評価しようということです。この物質についてはどのく

らいの量を食べれば悪影響があるのか、又は、その物質を食べたときに、どの程度人

に対して害があるのかということを科学的に評価しようというのがリスク評価です。 

 次に、リスク管理ですが、これは、今申し上げたリスク評価に基づいて、その悪影

響を未然に防止する、なるべく小さくするための対策というのはどういうことがある

のかというようなことです。例えばこの物質については１０グラム食べると害がある

のであれば、ではもっとそれを減らしましょう。しかし、その物質は１０グラム食べ

ると害がありますが、１グラムであれば、一生涯毎日食べ続けても害にならないとい

うことが評価として明示されていれば、ではそれを１グラムに抑えるために、食品の

基準を決める、このようなことがリスク管理という形になります。 

 そのリスク管理をやるに際しては、その規制をかけたときにどれだけ経済的な負担

がかかるのか、あるいはその規制をかけるということは何かしらの技術的な、例えば

検査法の開発ですとか、いろいろな問題が出てきます。技術的にそういうことが可能

なのかどうかということをトータルに勘案しながら、対策を決定、実施するというこ

とがとられております。 

 今申し上げましたリスク評価、リスク管理に基づいて安全ということは対応してい

るのですが、それを例えば行政、あるいは事業者の方がやったとしても、やはり消費

者の方の中には食品にゼロリスクがないなんていうことはあり得ない、又は、食品と

いうのは絶対的に安全が保障されなければいけないと考える方もいます。そうすると、

先ほど申し上げました「ゼロリスクはないけれども、なるべくリスクを小さくしよう

という考え方」と、「絶対的な安全が必要だ」という考え方の間には、溝が現状とし

てはございます。 

 それからもう１つは、情報の不足という部分です。例えば行政は先ほど申し上げま

したように規制をかける、基準をつくる、安全を確保するということを行っています。

しかし、そのような取り組みが正しく伝わらないと、一体だれが何をやっているかわ

からないという状態になり、不安が生じてしまいます。ですから、このような溝、あ

るいは不安を解消するために、リスクコミュニケーションというものが必要になって

くると考えます。では、リスクコミュニケーションとは何かといいますと、「情報を

共有する」ということがまず１点目です。 

 そして、情報を共有した上で、リスクの低減、つまりそのリスクを小さくするため

に一緒に考えていきます。いわゆる利害関係者、事業者の方もいるし、我々行政もい

るでしょうし、消費者の方もいるでしょうし、あるいは研究者の方もいらっしゃると

思いますが、様々な利害関係の方が一緒に考えて、今度はそのリスクを低減するため

に一緒に協力をしていきます。そうすることによって、初めて食品の安全というのは

確保されます。このように、リスクコミュニケーションというのは非常に重要という

ことが今言われているわけです。 

 それを模式図にしますとこうなります。食品の安全というのは、様々なステップが

あります。ちょっと字が小さくてわかりにくいのですが、ここに「リスク評価」と書

いてあります。先ほど申しましたように科学的な評価を行った上で、いろんな対策を
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決めていくわけですけれども、その対策は１個ではないわけです。様々な選択肢があ

ります。では、その選択肢の中でどういうものを選んでいくのかということをみんな

で考えていくことが必要ではないかと考えます。 

 さらに、そういった対策を実施したのであれば、その結果はどうだったのか。また、

今後どういうことが必要なのかということについても情報を共有しながらみんなで考

えていかなければなりません。そして、今度は新たな問題が出てくれば、もう一度ち

ゃんと評価して対策をとっていく、このようにぐるぐる回りながら、みんなが一緒に

考えていくということが、まさに関係者の理解と協力に基づく安全確保という面では、

非常に重要になってきているということです。 

 では、そのリスクコミュニケーションをやるとどういうメリットがあるのかという

ことです。３点ほどにまとめてございますが、１つが関係者の自主的な取り組みが促

進されるということです。要するに、だれかがやってくれればいいやではなくて、自

分が何をすべきなのかということが明確になり、自主的な取り組みが促進されるだろ

うというのが１つです。 

 それから２つ目が、先ほど言いました行政、あるいは事業者が安全を確保すればそ

れでいいということではなくて、消費者の方も自分の意見を表明して、それを施策に

反映させるとういうようなことで関係者が協力することにより、その対策がより効果

的に行えるということが、２つ目のメリットとしてあると思います。 

 ３点目としまして、対策に対する透明性です。やはり情報を共有化するということ

で透明性が向上して、最終的には安心につながってくるのだろうということでござい

ます。そういう意味で、リスクコミュニケーションというのは不可欠ということでご

ざいます。 

 以上が総論的な部分ですが、次に、今回審議会では、リスクコミュニケーションに

はすべての利害関係者が参加しなくてはならないという考え方で検討してまいりまし

た。そこで、関係者というのはだれであって、それぞれの役割、あるいは課題はどう

いうものがあるのかということでご討議をいただきました。その結果です。 

 まず、国です。これは、もちろん我が国の食品の安全というものについて、広くそ

の関係者と情報、意見の交換を行うという非常に重要な役割を担っています。先ほど

申し上げましたリスク評価は、今、国の内閣府の食品安全委員会というところが行っ

ております。ですから、国におきましては、食品安全委員会が行う評価の結果につい

て、関係者の方とコミュニケーションを図っております。これもやはり国の重要な役

割の１つになっています。それから、情報の収集、提供ということですが、食品に関

してはさまざまなリスクがございますし、さまざまな情報が集まってまいります。そ

れらを収集してきちんと提供する。そして、提供するだけではなくて双方向の意見交

換、コミュニケーション――リスクコミュニケーションですから、やはり双方向のや

りとりがなければいけないということで、意見交換ですとか意見反映を図る方策、こ

ういうものをきちんと行っていくことも必要と考えます。それから、全国統一的な対

応を図るために、関係者との意思の疎通。この辺が国の役割だろうということでござ

います。 

 一方、自治体です。私ども東京都を含めての自治体ですが、国との違いは何かとい
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いますと、かぎ括弧で「地域」と書いてございます。これがまさに国との違いです。

国は全国統一的な対策をとるためにコミュニケーションを図っていくわけですが、

我々は、地域において食品の安全をどうしたらいいか検討するために、情報収集です

とか、意見反映ですとか、あるいはコミュニケーションというものを図っていきます。

これがまさに自治体の役割だろうということで、今回取りまとめをしていただきまし

た。 

 それから、事業者の方です。事業者の方は、もちろん食品をつくったり、あるいは

販売したり、流通させたりしていますから、それには社会的な責任というものが当然

出てまいります。そのような背景を踏まえまして、積極的な情報開示、あるいは消費

者の方とのリスクコミュニケーションを実施していただくということが、まず必要な

のではないかということです。２つ目としては、そのような情報提供なりを行うため

には、組織ですとか、あるいは人材、その方法というものが必要になってまいります。

これらをきちんと工夫していく努力をしていただかなければいけないのではないかと

いうことでございます。 

 それから、消費者の方です。消費者の方も役割というのが当然あると考えした。ま

ず１点目は、みずから情報を収集して合理的な食品の選択をしていただくことで、そ

のようなことを通じてみずからの考え方を提示していくということです。これがまさ

に１つ役割としてはあるのではないかということです。２つ目としまして、先ほど申

し上げました情報交換の場、意見交換の場、こういうところに積極的に参加をしてい

ただいて意見を表明していただくということです。消費者として今何を問題としてい

るのか、どうしてほしいのかということをきちんと表明していただくということが、

やはり役割の１つだということです。それから３点目として、事業者の方と日ごろか

ら意見とか情報の交換をやっていただくことです。これはなかなか場づくりというの

は難しいかもしれませんが、役割としてはこういうものもあっていいのではないかと

いうことでございます。 

 それから、メディア関係者です。メディアというのは非常に大きな力を持っており

ます。そういう意味からも、食品の持つリスクの性格、あるいは大きさというものを

正しく伝えていただく、こういうことがまず必要なのではないかということです。 

 それから、我々はメディアを通じていろんな情報を得ているわけですけれども、そ

の受け手が食品の選択を合理的に行うために、幅広い適切な情報提供をしていただき

たいということ。この辺がメディアとしての役割ではないかと考えました。 

 それから最後に、専門家、いわゆる研究者の方などです。リスクに関する根拠、背

景をわかりやすく提供していただくことで、リスク評価のような、なかなかわかりづ

らい科学的な話をなるべくわかりやすく提供するということが、役割としてあるので

はないかと考えます。それから、「科学的に不確実な事項」というちょっと難しい言

葉を使っていますが、まだ科学的に解明されていない、よくわかっていない事項とい

うのがあります。ですけれども、そういうものについても、学会等ではいろいろな議

論、報告がありますから、では今、学会等でどんなことが議論されているのか、ある

いはどんな報告があるのかというようなことを紹介していただいて、現在の議論の透

明性を公表させていただく。そのような役割があるのではないかということでござい
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ます。 

 それぞれの役割を踏まえまして、それでは東京都はどうしたらいいかというところ

に話はつながっていきますが、その前に、リスクコミュニケーションの現状というも

のはどうなっているのかということで整理をしていただきました。 

 まず、国の取り組みですが、先ほどリスク評価というのは食品安全委員会というと

ころでやっているというお話を申し上げましたが、その内容はホームページですとか、

全国で説明会などを開催されまして、情報提供、意見交換などをされております。 

 それから、そのリスク評価に基づきまして、今度は食品の基準等を各省庁、農林水

産省ですとか、厚生労働省が作ります。そのような基準をつくるに当たりましては、

説明会ですとか意見募集というような形で意見募集を行います。それこそリスク評価

の部分で、つい先日、ＢＳＥのアメリカ産牛肉の安全性についての評価が出まして、

今まさにその意見募集をやっているというような状況は、皆さん方も新聞報道等でご

存じかと思います。そのようなことを行っています。 

 さらに、去年の７月に、食品安全委員会から「食の安全に関するリスクコミュニケ

ーションの現状と課題」が取りまとめられて、公表されています。ただ、やはり現状

と課題というところにとどまっておりまして、具体的にではどうしたらいいかという

のは、今現在、国としても検討している段階でして、自治体、国を含めて暗中模索の

状況であるということは言えるかと思います。 

 そのような背景を踏まえまして、今度は東京都の取組について説明いたします。東

京都は、先ほど申し上げましたように法、あるいは地域のニーズを踏まえて、そこに

必要な施策を実施しています。 

 では、具体的な取組についてですが、例えば食品に関する監視、あるいは指導とし

まして、毎日店舗や工場等に、私ども食品衛生監視員が立ち入り、食品を取ってきて

検査したり、あるいは工場に行って衛生指導をしたりということをやっています。 

 そのほかに情報提供も行っています。我々がやったその結果、違反の件数やそれら

に対する措置などの情報提供や、あるいは調査研究として、なるべく早く結果を出す

ためにはどんな検査方法があるのかとか、そういった研究などもやっております。 

 そういう取り組みについて、地域の方々に知っていただき、あるいは地域の方々が

求めている施策について意見を語るというような取り組みをやっています。ですから、

要するに我々が現場に行ってやる取り組み、それをどう進めたらいいかということに

ついてリスクコミュニケーションを進めているということでございます。 

 情報提供という部分での取組ですが、東京都も御多分に漏れずホームページを持っ

ておりまして、今はホームページによる情報提供がメインになってきております。し

かし、そのほかに情報誌やパンフレットを作成するなど、様々な媒体を通じて情報提

供を行っています。 

 それから、平成１５年に、東京都の食品安全情報評価委員会というものを設置いた

しました。様々な食品に関する情報が集まってまいりますが、それを科学者――専門

家ですね、専門家に評価をしていただきまして、さらにそれをわかりやすく都民の方

に提供するための検討を始めております。 

 これは、ホームページの１つの例です。「食品衛生の窓」ということで、食品衛生
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に関する情報提供を行っています。ご覧になりたいときは、「食品衛生の窓」という

ことで検索をかけていただきますとヒットいたしますので、ご承知おきいただければ

と思います。 

 それから、これも東京都のホームページですが、農業部門の方です。「東京農業Ｗ

ＥＢサイト」ということで、この中に例えば農薬の話ですとか、肥料の話ですとか、

あと食育関係の話なんかも、このホームページの中でご紹介をさせていただいており

ます。 

 それから、これは「くらしの安全情報サイト」というもので、いわゆる消費生活に

関するサイトです。食品の安全ということよりも、例えば健康食品で体に効くといっ

てだまされたとか、そのようなものについては、こちらのホームページの方で事例も

紹介しています。このように、様々な形で現在情報提供をしています。 

 次に、これは情報誌ですが、私どもの事業所に健康安全研究センターという組織が

ございまして、そちらの方で年に４回ほど発行しているものです。「くらしの健康」

というものですので、食品だけということではないのですが、中には食品関係もござ

います。これはたまたま今年の３月号ですが、「カンピロバクター食中毒を防ぐに

は」と「農産物と農薬」を取り上げております。このように記事の一つとして情報提

供をさせていただいているというものでございます。 

 先ほど申し上げました「わかりやすい情報提供」ということで、一例を挙げさせて

いただきます。カンピロバクターという食中毒が今非常に増えているという状況があ

ります。これは鶏肉が関与しているということが言われておりまして、私どもで調べ

ますと、鶏肉の４割から６割ぐらいからはカンピロバクターという菌が検出されてお

ります。しかし、食中毒がふえていますよ、鶏肉にたくさんそういう菌がついていま

すよという情報提供だけでは、不十分なわけですね。では、きちんと伝えるために、

どうすればよいかということですが、この菌は非常に少量の菌、１００個くらいの菌

で発症すること、さらに、鶏肉というのは非常に栄養価も高い有用な食材ですので、

カンピロバクターを防いで、きちんと食べていただくために、様々な検討をしていっ

たという経緯がございます。ここに黄色で書いてありますが、「都民の目線に立った、

より具体的で分かりやすい情報提供」をしていくために検討をしていったというもの

でございます。 

 この菌は、実は６０度１分以上で加熱をすれば死滅することがはっきりしています。

であれば、消費者の方、あるいは事業者の方に「食品の中心部が６０度１分以上にな

るようお肉をちゃんと焼いてください」と指導することが通常の指導になります。し

かし、６０度１分と言われたって、実際に温度をはかるわけじゃありませんし、わか

らないわけです。ではそれをきちんとわかっていただくためにはどうしたらいいのか

ということで、食品安全情報評価委員会でいろいろとデータを集めていただきまして、

評価をしました。 

 ちょっと端の方は見にくいかもしれませんが、これは肉団子です。肉団子を加熱し

てまいりますと、当然赤い状態からこういう白い状態になるわけですけれども、実際

には外側を１００度で３分煮たぐらいでも、まだ中心部は赤い状況が残っているとい

うのはおわかりいただけるかと思います。１００度４分でも、まだちょっと赤い部分
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が残っていますね。１００度５分でやりますと、完全に中まで火が通っているという

ことです。 

 では、それと菌の消長はどのように関係しているかといいますと、先ほどの外側を

１００度５分で加熱すれば完全にマイナスになっています。ところが、１００度４分

ですと、やはり若干生残しています。１００度４分、１００度５分という話をしてい

ますが、結論から申しますと、要は中まで色が変わっていれば菌は死滅するというこ

とです。 

 先ほどは肉団子でやりましたので、今度は実際に焼いてみました。いろいろと実験

してみました。これは塩焼きで、４分焼いたものですが、まだ少し中が赤いですが、

１０分ですとほとんど中まで色が変わっています。それぞれ菌の状況を見てみますと、

この表でグリーンのレベルが菌の死滅する温度帯を示しています。炭火で１０分ぐら

い焼きますと、菌が死滅する温度帯まできちんと温度が上がります。それで見ますと、

やはり中まで色が変わっているというのが一つのポイントになると思われますので、

きちんと色が変わっていることを確認して食べていただくための様々な情報提供を行

いました。具体的にはＱ＆Ａを作成したり、パンフレットを作成したりという経緯が

あります。 

 これがパンフレットです。パンフレットは、ここに赤いお肉ですとか、先ほどの肉

団子の写真などを掲載し、きちんと色が変わっていることを確認して食べていただく

ための取り組みを進めました。これはホームページの方の紹介です。このような情報

提供を今現在、東京都ではしているということです。 

 それから、２つ目です。今度は情報提供だけではなくて、関係者の方との意見交換

という部分での取組を紹介いたします。現在、「食の安全都民フォーラム」というの

を年に３回ないし４回ぐらい開催をしています。これは平成１５年の１０月から行っ

ておりまして、今年の８月までに６回ほど実施をしています。その時々に都民の方の

関心の高いテーマを選びまして、都民の方に情報提供し、その場での意見交換という

ことを進めております。これは今後とも実施していく予定です。 

 それから、実際に集まっていただくだけではなくて、インターネット上でそれぞれ

関係者の方が意見交換をしていただけるように、「食品安全ネットフォーラム」とい

うものを開設しております。これには常設のテーマとして「食品の安全について意見

あり」というテーマを掲げておりまして、書き込みいただけるようになっています。 

 それから、ある程度周期的に変えるテーマというものがございます。ここに過去の

テーマが書いてございますが、今現在のテーマは「楽しい！おいしい！お弁当！あな

たが実践する手作り弁当の安全・安心」というテーマです。お弁当をつくるときにこ

ういうことを気をつけていますよというような書き込みをしていただいているという

ことです。 

 これが実際の画面ですけれども、こんなような形で書き込みをそれぞれしていただ

いて、この中から私どももいろんな情報なりを収集させていただいているというよう

なことです。 

 それから、リスクコミュニケーションの取り組みの現状の次ですけれども、もとも

との話としまして、平成１６年に東京都におきましては食品安全条例というものを制
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定しています。この条例の中の基本理念の１つに「相互理解と協力に基づく安全確

保」というものを掲げています。相互理解と協力というのは何かといいますと、平た

く言ってしまえばリスクコミュニケーションのことです。お互いにその情報、意見を

やりとりしながら、一緒に安全確保を図っていこうというものです。 

 このための１つのツールとしまして、例えば自主回収報告制度もこの条例の中でつ

くっています。事業者の方が自主回収されるときに、その情報を東京都の方に報告い

ただきまして、東京都でその情報を提供するという制度です。 

 それから次の年、平成１７年３月、今年の３月ですけれども、食品安全推進計画を

策定しました。この中で、「安全をみんなで考え安心をはぐくむ」というプランをつ

くっていまして、その１つとして、例えば適正表示について、各施設に食品表示適正

推進者というような方を育成するための講習会ですとか、あるいは、食品の安全に関

する食育の推進、それから３点目としてリスクコミュニケーション、こういうものを

きちんと実施していくため、今年、１７年から２１年までの５カ年で様々な事業を推

進していこうと考えています。 

 こういった取組をしているのですが、では、このような取組やリスクコミュニケー

ションを進める上で考慮しなければいけない東京の地域特性とは何かということを、

今回審議会でご議論をいただきました。 

 ２点あります。まず１点は、東京というのは食品の最大の消費地ということで、も

し何か事件事故があれば、食に対する不安や不信が先鋭的にあらわれてくるだろうと

考えられるということです。つまり、素早い対応が必要になってくるということです。

1,２００万からの人口を抱えておりますので、食品の安全に対する意見、要望、ある

いは価値観というものは非常に多様なものがあると考えられます。そこで、そのよう

に多様な方々と対話をしていくということが必要なのではないかということです。 

 それから、２点目です。消費、あるいは事業活動の中枢機能が集中していますから、

意思決定権を持つ本社なり、本部が存在していると考えられます。ということは、先

進的な取り組みが東京では進めていけるのではないか、あるいは発信していけるので

はないかという地域特性を踏まえて、リスクコミュニケーションを進めるべきだとい

うことで、今回取りまとめをしていただいています。 

 そういう地域特性を踏まえて、では東京都が今後果たしていく役割とは何なのかと

いうことで３点ほどあげます。１つが、正確な情報を提供する。それから、その情報

が持つ「意義」。意義といいますと少し固いのですが、ここに書いてありますように、

都民の方、事業者の方が日常的に持っている疑問を解決するような情報提供を目指し

ていくべきだというのが１点です。 

 ２点目としまして、相互理解を進める多様な方策の提案ということです。先ほどい

ろんな価値観、いろんな要望、いろんな意見があると申しましたけれども、そのよう

な方々と相互理解を深めるための多様な仕組みが必要であろうと考えます。それから、

一歩進めまして、対策を一緒に考えていく。あるいは透明性、信頼性を向上させてい

く。そういった対策が必要になってくるだろうということです。 

 それから、３点目です。関係者の役割に応じた取り組みの促進ということです。先

ほど、それぞれの関係者の役割をご説明しましたけれども、それぞれの関係者が自分
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の役割を担って、自主的な取り組みを促進するために、東京都がその支援、連携を行

うことが必要になってくるのではないか。また、そのような役割を担っていくべきだ

ということでございます。 

 では、具体的にどのようなものが必要なのかということですが、まず情報提供とい

う部分で、広く、わかりやすい情報提供をしていこうということです。広く、わかり

やすい情報提供をするためには、まず情報の整備をしていくべきではないかというこ

とです。 

 東京はいろいろな情報が集まってまいりますので、そういう情報をまず幅広く収集

し、収集された情報については、きちんと専門家と連携をして、学術的に信頼性があ

るものなのかどうか、検証することが必要なのではないかということです。ここでそ

うやって収集、整理された情報をより広く提供していくために、インターネットを初

め、さまざまな情報媒体をまず活用していかなければいけないということです。 

 それから次に、情報媒体だけではなくて、保健所を初め、東京都には相談窓口があ

りますから、こういった相談窓口を活用して情報提供していくということも忘れては

いけないということです。窓口をきちんと周知し、どこに行けばどういう情報を得ら

れる、どこに行けばどういう相談が得られるということをきちんと周知していくべき

だろうということです。 

 ３点目として、食品の安全に関する食育の推進ということです。食品の安全に対し

て一人一人が考えることができるための情報を提供していかなければいけないという

ことです。「ライフステージに応じた情報提供」とありますけれども、お年寄りから

お子さんまで、それぞれの年代に合った情報提供を考えていくべきだということです。 

 それから、報道機関と連携した緊急時の情報提供ということです。情報提供には、

日常の情報提供と、それから緊急時の情報提供があります。緊急時については報道機

関と連携をして、きちんと情報を流していくということです。 

 それから、今度はわかりやすい情報提供という部分ではどういうものがあるかとい

うことです。例えば専門的・科学的なものについては、Ｑ＆Ａ方式のようなものが理

解しやすいですから、そのような形で提供していくということもあります。そして、

そのような提供をするためには、食品安全情報評価委員会という専門家の組織があり

ますから、そのようなものを活用して検討していくべきということです。 

 それから、法令、あるいは都の施策というのは情報量がどうしても多くなります。

そういう情報量の多いものには要約、サマリーというようなものをつくって提供する

とか、あるいはそういったサマリーだけではなくて、より詳しい解説版ですとか、概

要版、その根拠となるようなデータなど、さまざまな情報発信も必要だろうというこ

とです。どうしてもその要約だけですと足りない部分がありますので、きめ細かい情

報提供というのも必要であるのではないかということです。 

 それから、科学的に不確実で、現在判明していないこともありますが、何がわかっ

ていないのか、何が問題なのかということもきちんと伝えることも必要です。それか

ら、新たな知見。科学が進むと様々な知見がわかってまいります。そういうのがわか

れば、速やかに情報発信をしていくということですね。それが情報提供です。 

 次に、今度は情報提供だけではなくて、行ったり来たりの双方向のやりとりをきち
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んと進めていくための方策です。双方向のやりとりをするためには、相手が何を悩ん

でいるのか、何を思っているのかということをきちんと把握しなければなりません。

そのような疑問とか意見の把握をするために相談窓口を活用するということです。先

ほど相談窓口は保健所を初めいろいろあると申しましたが、それらを一元的に案内し

て、ここのホームページを見ればその案内箇所がわかるとか、この資料を見ればわか

るというようなことをしていくということです。 

 それから、寄せられた相談を整理して活用するということですが、例えば今、ホー

ムページなんかですとＦＡＱ、「よくある質問に対する答え」などというのがよく載

っています。食品の安全に対するよくある質問に対する答えというようなものを作成

して提供していくべきだということです。それから、ここで寄せられた相談などを意

見交換のテーマとして活用していくために、どのようにして把握する、例えばどうい

うツールで行うかというと、都民モニターというものがございます。都民の方にアン

ケートをお願いするなどという形で行っています。 

 それから、先ほど申し上げましたネットフォーラムです。これらを通じて意見や要

望を把握していくべきではないかということでございます。 

 このようなことを踏まえまして、交流の場というものをつくっているのですが、交

流の場が一体どこでどのようなことを行っているのかということについても、きちん

と情報提供していくべきであり、そういう交流の場を開催するに当たっては、参加し

やすい曜日、時間をきちんと配慮していくべきだということでございます。 

 そして、そういうものを配慮した上で、今度は実施方法です。まず機会の充実とい

うことで、現在、都民フォーラムを実施していますが、このようなものを活用して関

係者の疑問、あるいは要望を踏まえた意見交換を今後もやっていくべきだということ

です。それから、地域での意見交換というものもきちんとやっていくべきではないか

ということでございます。 

 それから、多様な方法というようなことで、今現在は都民フォーラムなどの方法で

行っているわけですが、一歩進めまして、例えば工場など製造現場での体験を踏まえ

た意見交換ですとか、ポスターセッションですね。フォーラムをやるときに、例えば

会場の表にそういったポスターなどを張っておいて、そこで直接に意見交換できると

か、そのような様々な方法というものも考えられるのではないかということです。 

 それから、そのような意見交換を単発的に行うのではなくて、例えば継続的な議論、

１つのテーマについて何回か討議するような場が必要ということです。今日の審議会

などを活用してそのようなことも考えていくべきではないかということでございます。 

 それから、意見反映という部分では、今現在は食品安全審議会で様々な施策につい

ての検討をしていただいているのですが、このような検討結果に当たっては、その経

過において関係者の方から意見をもらうとか、あるいは審議会という組織だけではな

くて各地域、例えば保健所で食品衛生推進会議などを活用して、地域ごとへの意見反

映も図っていくべきだろうというようなご意見でございます。 

 ３点目になりますが、そのような双方向の意見交換は、東京都も実施しますが、東

京都だけではなく、様々な主体が意見交換を進めていくべきであり、そのために東京

都の取り組みも考えていくべきだというようなことです。それを「関係者との連携に
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よる浸透・定着」としてまとめてございます。そのまず１つとして、自主的な情報公

開を促進させていくために、事業者の方が生産情報を自主的に公開するための生産情

報提供事業を東京都で実施しています。これは事業者の方に登録していただきまして、

東京都がこの方はきちんと登録していますよ、情報提供していますよということをお

知らせしていく制度です。先ほど申し上げました自主回収報告制度や生産情報提供事

業、このようなものも積極的に使っていくべきではないかということです。 

 それから、２点目としまして、先進的な取り組みに向けた技術的な支援です。事業

者の方の中にはかなり先進的にリスクコミュニケーションに取り組まれているメーカ

ーさん、企業さんがあります。そのような方の取組について、どういった方がどんな

取り組みをされているのか、都民の方、他の事業者の方がそれを知ることができるよ

うな交流機会も検討していっていいのではないかということです。 

 それから、様々な関係者との連携として、そういった先進的な取り組みのすそ野が

広がれば、色々なところで様々な意見交換が行われておりますが、そういうところに

東京都は積極的に参加をしていくべきであるということです。それから、テーマに応

じて参加者に来ていただくわけですけれども、そのときには公募をするなど、そのよ

うな形で様々な関係者の方と連携をしていくということも考えられるのではないかと

いうことです。 

 最後になりますが、今申し上げました情報提供ですとか、双方向の意見交換、ある

いは他の方との連携をきちんと行っていくためには、基盤をきちんとしなければなり

ません。そういったものをトータルに進めるための人材育成ですとか、体制整備、あ

るいは規範、東京都としてのリスクコミュニケーションの進め方、こう進めるために

はこういうものが必要ですというようなものをきちんと明確にしていこうということ

です。 

 そして、そういうものを明確にした上で、具体的な連携方法などについて関係者の

方と検討、協議を進めていくということです。そして、そのような東京都が持ってい

るノウハウについて他の方に普及を図っていくということが必要ではないかと考えま

した。 

 以上が今回の中間のまとめということです。 

 「さいごに」ということですけれども、今回の中間のまとめにつきましては、１１

月１４日、来週の月曜まで意見募集を行っております。そのようにして頂いた様々な

方からのご意見を踏まえまして、今日開催しています審議会でさらに検討を進めてい

ただきまして、本年度中に審議会から答申をご報告いただきたいと思います。ご報告

いただきました暁には、私どもが食品安全推進計画という、先ほど５年計画で今進め

ていますというお話をしましたけれども、その５カ年計画に基づく取り組みに反映を

させていこうと考えているということでございます。 

 少し説明が長くなりましたが、以上でございます。 

【高橋（久）部会長】  ありがとうございました。 

 それでは次に、皆様からのご意見をお聞かせいただきたいと思います。発表者の

方々は、こちらの円卓の方にお移りくださいませ。お願いいたします。 

 本日、発表者の皆様からご意見をお聞きする食品安全審議会の検討部会委員を紹介
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いたします。 

 丸山副部会長です。 

【丸山副部会長】  丸山です。どうぞよろしくお願いいたします。 

【高橋（久）部会長】  池山委員です。 

【池山委員】  池山です。よろしくお願いします。 

【高橋（久）部会長】  市川委員です。 

【市川委員】  市川でございます。 

【高橋（久）部会長】  岡本委員です。 

【岡本委員】  岡本です。よろしくお願いします。 

【高橋（久）部会長】  中村委員です。 

【中村委員】  中村です。よろしくお願いします。 

【高橋（久）部会長】  林委員です。 

【林委員】  林です。よろしくお願いいたします。 

【高橋（久）部会長】  原委員です。 

【原委員】  原でございます。よろしくお願いします。 

【高橋（久）部会長】  湯田委員です。 

【湯田委員】  湯田でございます。よろしくお願いします。 

【高橋（久）部会長】  なお、先ほどご説明いたしましたとおり、本日のこの会は、

直接都民や事業者の方からご意見をお聞かせいただくということを目的としておりま

すので、途中、発表者の方に対して委員から質問させていただくことがあるかもしれ

ませんが、あらかじめご承知おき願います。 

 また、一通り発表者の方からご意見をお聞かせいただいた後には、時間の許す限り

フリートークの時間を設けたいと考えております。皆様の忌憚のないご意見をお聞か

せ願いたいと思います。 

 本日ご意見を賜る方々は、あらかじめ申し込まれた５名の方ですが、発表時間はお

一人１０分以内でお願いいたします。８分で予鈴を、１０分で本鈴を鳴らしまして、

お時間をお知らせいたします。また、発表順につきましては、あらかじめ事務局で決

めさせていただきましたので、その順に従ってお願いいたします。 

 それでは、１番の方、よろしくお願いいたします。 

【発言者（1番）】  時間が１０分ということですので、早速お話しさせていただ

きたいと思います。 

 私は、某食品会社に入社後２３年間、研究所で商品開発の仕事を担当しておりまし

た。また、９年前に広報室の方に異動して、最近までですが、安全と安心というのは

同義語だったと思います。製品も商品とほぼ同じ同義語でございました。意識して区

別したことはありません。ちなみに、辞書を引いてみますと、製品というのは製造し

た品物で、商品は売るためにつくられたものとあります。売れなければ商品とは言え

ないということでございます。 

 安全と安心というものが乖離してきてしまったと。安全は理性で判断できます。安

心は感性で判断すると思います。安全については数値等で説明いたせば理解いただけ

ますけれども、安心については非常に感情的なものですから、信頼に基づくと思いま
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す。ですから、メーカーがどんなに安全なものをつくっても、安心をいただかなけれ

ば商品にならない、売れないということになります。 

 ですから食品製造業者としても、その点から見ても、リスクコミュニケーションと

いうのは必須であろうというふうに考えています。ですから、安全と安心が同義語で

あった時代から乖離してしまった時代、そして再び同義語になるように、リスクコミ

ュニケーションにより信頼いただけるように、そんな企業になることが大事だろうと

いうふうに考えております。 

 リスクコミュニケーションは、私どもは３つあるだろうというふうに考えています。

１つは説得的なコミュニケーション、２つ目がクライシスコミュニケーション、３３

つ目がリスクコミュニケーション、３つ、大きく分かれると考えています。 

 説得的コミュニケーションというのは、もう言葉どおり、相手を説得して自分の意

見に同調してもらう、納得してもらう、相手の態度を変容してもらうという態度でご

ざいますが、これはお互いが自分の意見を自分は正しいと思って話し合いますからな

かなか合意に達し得ない、平行線で終わります。 

 例えば遺伝子組換えなどの問題も今話題になっておりますけれども、安全だという

人と、いや、将来不安だという人があります。それはどちらが正しいかお互いに意見

を言っても、なかなか合意点に達していかないだろうと思います。どこで手を打つか

が多分リスクコミュニケーションだろうと思います。どのリスクもあるけれども、こ

れは納得できる、合意できると達成したところがリスクコミュニケーションだろうな

と思っています。 

 ２番目に、クライシスコミュニケーションです。クライシスコミュニケーションは、

よく私ども食品メーカーの場合には、社告回収ということだと思います。例えば製品

の中にガラスの破片が入ってしまったということが起きますと、それを広く告知して

回収するということがクライシスコミュニケーションだろうなと思います。ですから、

どの程度の被害なのか、可能性はどのぐらいあるのか、どの製品が該当するかなどを

速やかに情報提供していく必要があります。そして、お客様から問い合わせがあれば、

きちんとお答えする責任があると思っております。 

 ３番目が、今回のテーマのリスクコミュニケーションですけれども、リスクコミュ

ニケーションというのは、対象を持つ危険性や障害の可能性について、どの程度なら

受け入れられるのかということを関係者がともに考えて、合意形成を図るために行う

コミュニケーションだろうなと思っています。ですから、自説を、自分の考えを押し

つけたり、相手を説得したり、自分に有利になることを目的として行うコミュニケー

ションではないと思います。言葉で言い負かしても、相手に不快を感じさせてしまえ

ば、信頼を得られなくなります。ですから、話をして理解いただかなければ、理解し

ない相手が悪いのではなくて、話をする側が至っていないのだと、説明の仕方が悪い

のだというふうに考えています。 

 リスクコミュニケーションの目指すものは、繰り返しになりますけれども、あるリ

スクについてどの程度なら許容できるのかという合意形成のために行うものだろうな

と私どもは考えておりますので、双方向的にともに考えることで、ステークホルダー

間の信頼といったものがとても重要になってくると考えています。 
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 そこで、私どもの企業としての取り組みを少し紹介してみたいと思います。すべて

がリスクコミュニケーションではありませんけれども、リスクコミュニケーションを

含みますので、紹介したいと思います。 

 基本は、信頼され、安心いただける企業になるために、各ステークホルダーとの顔

の見える関係づくりを目指しています。例えばお客様相談室でございますけれども、

年間約４万人の方から電話とかメールでお問い合わせをいただいています。生の声を

お聞かせいただいているだけに、とても大事にしています。 

 商品に対するご指摘は特に重要です。問題をご指摘いただいたお客様のご自宅に伺

って、原因解明に当たります。例えばある異物が出てきてしまったといったときに、

その異物はどこで入ったのか。我々の製造の段階で入ったのか、またはお客様のとこ

ろで入ったのか、そういうのを調べなきゃいけませんので、まずは自宅に伺って商品

を見せていただき、そして持って帰り、原因解明に当たります。この対応によって、

信頼いただける企業になるのか、嫌われる企業になるのかが分かれ道になります。ま

た、そういったお客様からいただいた問い合わせに対しては、そういう重要事項につ

いては会社のトップの方にも報告いたします。また、商品の改良にも生かしていきま

す。 

 次に、工場見学を私どもは受け入れています。昭和３６年から工場見学を受け入れ

ており、現在、年間約１０万人の方がご来場いただいています。百聞は一見にしかず

ということですので、製造の現場を見ていただくことが最大のコミュニケーションだ

ろうと思っています。実際見ていただくと、見て知っていただくことで安心感が生ま

れてまいります。 

 また、工場見学は一般のお客様だけでなくて、行政の方とか、マスコミの方にも開

放しておりまして、ぜひ見ていただきたいと思っております。かなりいろんな行政の

方が来て見てくれております。現場を知らないで行政をできないでしょうと私はよく

言います。まず現場を見てください、知ってくださいというところからそのコミュニ

ケーションが入ると思っています。 

 それから、先ほどもこちらでもありましたけれども、ホームページで情報提供をし

ています。年間約３００万人の方がアクセスされております。メルマガは約２０万人

の方に配信しています。ホームページで、いろんな問題が起きた場合、社告回収の場

合にも速やかに掲載いたします。 

 それ以外に私どもが発行しているものとして、機関誌を毎月発行しています。こち

ら、都庁の方にも、東京都にもお配りさせていただいておりますけれども、昭和４８

年から創刊いたしまして、毎月１号ということで、最新版は３８０号になっています。

これは主にオピニオンリーダーの方にお配りしております。 

 それから、講演活動ということで、毎日放送の子会社の毎日ＥＢＲというところと

一緒に、食生活の講演活動を年間二、三十回行っています。各地の消費生活センター

さん、学校さんから依頼がありましたときに講演をするということを行っております。 

 業界の間でも、例えば食品産業センターというのを活動の中心にいたしまして、企

業間の情報交換を行っています。いずれにしても、フェース・トゥ・フェースの関係

が基本でございますので、各ステークホルダーとのリスクを含めたコミュニケーショ
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ンを図っております。 

 時間がなくなりましたので、最後に、１つ心がけていることを紹介いたします。私

どもは、情報の共有と理解の共有は別だと考えています。文書を出せば、通知を出せ

ば理解いただけるか、話せばわかってもらえるかと思えば、そんなことはないと思っ

ています。これは私が聞いた話ですが、ルートの法則があるというふうに聞きました。

１００名の方にわかってもらうには、１００のルート、すなわち１０回話をしなけれ

ば理解してもらえないよという例えでございますが、そういうルートの法則というの

があるんだそうです。 

 理解の共有を図るためには、まず理路整然とご説明いたします。そのときにできる

だけイメージに結びつくような言葉で話をしたいと思っています。赤い鳥と言えば理

解いただけますけれども、リスクコミュニケーションに関する意見を聴く会と言って

も、イメージはさっぱりわきません。できるだけ具体的な事例だとか、イメージで結

びつくような言葉で話そうとしています。やさしい言葉で話すということになると思

いますが、これは実際大変難しいですけれども、できるだけ心がけております。最後

に押さえとして、イメージだけでは人によって違ってきますから、適宜理屈でまとめ

ていくと、そのようなことを進めています。 

 リスクコミュニケーションは、お互いの信頼の上に合意点を見つけ出すという目的

意識を持って、聞く耳を持った方々で行うものと思っております。 

 以上でございます。 

【高橋（久）部会長】  ありがとうございました。 

 今特にということではなくて、後でまとめた方がよろしいですね。 

 それでは、２番の方、よろしくお願いいたします。 

【発言者（２番）】  私は、某市の小学校で学校給食に携わっているものです。よ

ろしくお願いいたします。 

 まず、今話題になっております食育についてからお話しさせていただきたいと思い

ます。今年の７月に食育基本法の基本的施策というものが施行されたのですが、今、

マスコミなどで食育が非常に話題にされていますけれども、「食育」という言葉に定

義はないのです。ですから、いろいろな人たちがいろいろな解釈をして食育を行って

います。私が考えます食育は、子どもたちが心も体も健やかに生きるための食べ方を

身につけるということだと思います。この考え方に基づいて日々の給食をつくり、子

どもたちに提供しています。 

 給食を提供するには、ご存じのとおり安全が最優先です。それには施設設備や作業

者、食材などの安全が確保されなければなりません。特に食材に関しまして一般に出

回っていますものでは、ご存じのように栄養価の低下や本来のおいしさが失われてい

るのではないかといういろいろな問題があります。 

 次に、給食における食の安全性について触れたいと思います。給食では、食材に関

して起こる問題として、大きく２つあるのではないでしょうか。１つは食中毒です。

しかし、食中毒に関しましては、Ｏ－１５７の発生以来、非常に細かなマニュアルが

ありますので、未然に防ぐ手だてがあります。 

 一方、添加物、農薬、化学肥料など、さまざまな栽培環境のもとで生産された食材、
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これはちょっと表現の仕方が悪いですけれども、野菜とか果物だけではなくて、お肉

とか、卵とか、魚とか、そういう食材ということをお思いになっていただきたいと思

いますが、これらの食材の摂取による体への影響についてはほとんどわかっておりま

せん。 

 体は食べ物からつくられていると、このことはだれもがご承知のことで、当たり前

なことですけれども、なかなかそれを意識して食べているかなということになると、

私もちょっと疑問を感じることがいろいろな場面であります。心も体も健やかになる

には、私は安全で元気のよい食材を食べることではないかと思っています。安全で元

気な食材というものは味もよいです。ですから、それを使ったお料理、給食はおいし

いです。そして、このおいしいということは子どもの感性を磨き、情緒を安定させま

す。当然栄養的な面においても満たされるものがあると思います。 

 でも、給食では、ご存じのように食材は、某市の場合は小学校で１食２３２円です。

この予算の可能な範囲の中で安全で元気な食材を取り入れようと、いろいろなことで

私も努力をしているのですが、なかなか厳しい状況です。食材の安全性で購入のとき

に今一番障害になっているのは、私は今のところ価格かなというふうに思っておりま

す。 

 次に、給食が果たす食の安全についてお話しいたします。給食が食の安全実現へ寄

与できることを考えたときに、消費者的立場と、それから行政的な立場があり、この

２つの立場にそれぞれ果たすべき役割があると思っております。 

 消費者的立場とは、次世代を担う子どもたちに食の安全についての意識を持たせる

ことです。それには、日々提供される給食、食材の季節感や特徴などの情報を伝える

ことや、学校の教科と関連づけた、消費者、環境、農業、経済、流通などの教育が必

要だと思っております。また、保護者には、給食だよりなどの印刷物配布や、子ども

を通じての情報の提供を行い、消費者として要求するだけではなくて、義務を果たす

ことの必要性を意識づけることも重要だと思っております。 

 行政的な立場といたしましては、食を取り巻く環境へ給食実施者として働きかけて

いく必要があります。この給食実施者ですが、自治体ばかりではなくて、学校、特に

私のような子どもたちのことや、給食のことをよく知っているような人間が行動しな

ければいけないと私は思っております。今、近くのスーパーや、農協や、あとは農業

をやられる方にこの思いを伝えてやっていこうかなということで、ちょっと取りかか

りが始まったところです。栽培や生産、流通関係者に安全で元気な食材を提供しても

らうことが、私は食育の出発点だというふうに思っております。 

 次に、給食実施者としての国や、都や県への要望ということですけれども、自治体

などには、栽培、生産、流通関係者に対し、講習や指導などを当然実施していただい

ていると思いますが、これを実施していただいて、意識の改革につなげていただきた

い。また、必要とあれば、今、補助金の削減ということでテレビのニュースなんかに

出ておりますけれども、やはり助成金や補助金などの創設、拡充などをお願いしたい

です。子どもたちが安全で元気な食材を普通に購入可能になるには、私は、ただ待っ

ているだけではなくて、やはり行動を起こすべきだというふうに思っております。 

 以上です。 
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【高橋（久）部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、３番の方、お願いいたします。 

【発言者（３番）】  今回こういう機会をいただきましたのは２回目ですけれども、

前回に情報提供を含めてお願いしたのは、大田区の城南島の食品飼料化リサイクル施

設の件で話したと思いますが、あの決定プロセスの中に全く市民とのコミュニケーシ

ョンが欠けていたというふうに感じてきたわけです。今回はリスクコミュニケーショ

ンの扱いということで、その反映手法についてもう少し議論が必要ではないかなと思

いましたので、今回来させていただきました。 

 この飼料化施設に関して一番問題と思ったのは、決定が都市計画決定だったという

ことです。飼料になる食品の廃棄物の課題、リサイクル義務が発生したために、そう

いう場所が必要になってきたということを背景にして、食品の廃棄物をリサイクルに

する。そのリサイクル先がトリとか豚の飼料になるというコースですね。それはめぐ

りめぐってきますと私たちが食べるものになるということでは、ＢＳＥのときにも牛

の内蔵物を飼料にしたのと同じツールをたどっているのではないか。 

 まして、集められてきている状況というのは、プラスチック容器に入れたままの状

態で回収してくるわけです。東京都の方の説明でも、２％のプラスチックが混入しま

すということが前提としてお話がありました。その２％というのは、食品に関してだ

と水分が大半ですので、油で揚げて水分を飛ばしてしまうと１０分の１とか、かなり

圧縮されるのですけれども、プラスチックに関しては、２％混入は水分を含んでいま

せんので、油で揚げて出てきたものがそのまま残存するというふうに受け取ってきま

した。 

 その残ったものを風で飛ばすとか、いろいろ対策はありますが、では本当に完全に

取り除けるのかという不安がありましたので、意見を東京都の方に出し、議会で取り

上げてほしいということを言ってはきました。しかし、そのようなやりとりをする中

で、大田区の方でも、事業者になるべく混入しないような対応を心がけるということ

で、事業の協議をするなど、少し前向きには進んではきていますけれども、やはり最

初の決定のときに、この飼料化するということがどういう食品の生産につながるのか

というリスク評価が本当にあったのかどうか。 

 この研究をされている学者の先生にもお話ししたのですけれども、やっぱり専門家

の方の研究というのは研究室の中の研究。残った廃材を処理するという中でできたも

のは、栄養価もいいですとか、そういうデータは出てくるのですけれども、本当に現

場では何が起きるのか。コンビニ、スーパーから集められてくる売れ残った食品がど

ういう状況で回収されて、破砕されてそういう処理になるという、その現実と研究室

の中で行われているデータとの乖離、それは非常に怖い話だなと思って感じました。 

 ですので、このリスクコミュニケーションもそうだというふうに言われましたけれ

ども、現場で起きたことを再度チェックしながら、常にできるだけリスクを小さくし

ていくための努力というのを、業界に求めていくためにも、市民の声を拾っていくと

いうリスクコミュニケーションのあり方というのは、非常に今後発展していってほし

いと思います。 

 まして、政策決定の前段階でもこういうことをもっと丁寧にやらないと、後から不
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安だけが取り残されてしまったり、そういう声が出なかったときに、あの２％は残っ

たままになっていたかもしれないとか、また２％が本当に守られるのか――業界とし

ては自主規制として厳しくしたと言っていますが、もう既に北海道の８０施設行われ

ているということは、５％の混入率をオーケーしているという前提ですが、かなり前

からそれが進められているため、今この段階に来てこれはどうかということを見直し

たときに、今までの行われていたことを改善するとか、ストップができる力として、

消費者の声をしっかりと受けとめ、業界としても、先のないというか、不安をあおる

ような事業をいつまでも続けるよりも、どこかで見直しが働くような力として、この

コミュニケーションは必要だと思います。 

 あと、議会の方でも、委員会や議会の中でも、その計画について事前に協議がされ

ているような状況はほとんど見当たりません。ですので、行政がとにかくリサイクル

が必要という考えで、廃棄物の問題が食の安全と一緒になって安全性を高めた事業と

してこの計画決定がされてきたのだろうかという疑問点を多く残したまま、議会でも

十分議論されないうちにスーパーエコタウンがスタートしているというふうに私たち

はとりましたので、そういう意味では、もっと丁寧なこういうコミュニケーションの

場をふやしていくということをぜひ体制の中で考えていただきたいと思います。 

 そのためには、行政の中で食は食の管轄だけでなく、一方で都市計画決定している

廃棄物行政が動いているわけなので、そこのところの一体性というものをもっとしっ

かりと行政の中で組んでいただかないと、片方で進んでいることがこちらの方ではわ

かっていないという現実を変えることにはならないと思いますので、その点もこの中

で表現していただかなければならないのではないかと思いました。 

 今回のようなことをきっかけにして、本当に先進的な事業者の取り組みというのを

ぜひ私たちも評価したいと思います。もう１つ、この飼料化施設とは別に、バイオマ

ス発電というのもやはり廃棄物の事業の中にあります。こちらはエネルギーをつくっ

ていくということでは、私たちのごみ問題を解決するということもありますし、食の

安全をそういうふうなことに転換することで回避するという事業としても評価に値す

るのではないかと思って、今後の展開を見ていきたいと思っております。 

 もう１つは、行政マンと私たち消費者の言葉の問題です。行政マンや業界の方たち

と一般消費者とでは、かなりその情報だとか、言葉による不安とかを受けてしまうの

ですけれども、今回の決定の中でも、「大田区と協議をしました」とか、「協議をし

た」という言葉が東京都から何度もいただいたわけです。でも、その協議記録という

のは議事録としては出てこなかったりするわけなのです。一般的な見方からすると、

区と東京都の協議というのは、もっとちゃんと記録に残るもので、私たちも目にとめ

ることができるのというふうにとったんですけれども、そういう記録がない中で区も

了解しているということでは、非常に不透明な部分がたくさんあるというふうにとり

ました。ですので、そういうことも丁寧に情報提供の中で私たちが見える形にしてい

ただきたい。まして、協議ということはもっと重みのある言葉ですので、安易には使

ってほしくないというふうに思っております。 

 こうした食品に関する決定というものはかなりその幅があると。私たちの手元に来

るものだけ、食中毒とかそういうことばかりではなくて、新しいそういう技術開発に



 20

伴った評価というものも、十分私たちもわかりやすいような表現で情報提供していた

だきたいし、それを消費者の側も評価できる力を蓄えていくためにも、こういう機会

が自治体の中でもどんどん広がってほしいと思っております。 

 ありがとうございました。 

【高橋（久）部会長】  ありがとうございました。 

 では、４番の方、お願いいたします。 

【発言者（４番）】  私どもの協会は、食品添加物をつくる、あるいは輸入する、

販売する、そして食品添加物を使って加工食品をつくる企業の方々が会員でございま

して、1,０００社ほどがメンバーになっております。その方々の会費によって私ども

の活動は成り立っております。 

 今年度の協会の事業計画の中で重点課題を４つほど挙げておりますが、そのうちの

第１番目は、コンプライアンスの徹底ということでございます。もちろん法律を守る

ということでございますけれども、それ以上に、決してお客様にご迷惑をおかけしな

いということを掲げて活動をしているものでございます。 

 意見を述べさせていただきますが、最初に、ちょっと勘違いをしている部分がござ

いまして、かなり狭い意味のリスクコミュニケーションの会といいましょうか、催さ

れるリスコミの会について意見を述べさせていただきます。私も、この二、三年でし

ょうか、ＢＳＥですとか、農薬等のポジティブリスト化にかかわるリスクコミュニケ

ーションの会に参加させていただきまして、会を重ねると若干の進歩はあるといいま

しょうか、進展はあるなと思いますので、これはあきらめずにやることがとても大事

なことだとは思っております。 

 ただ、今まで国が中心になってやってきた、私の参加したリスクコミュニケーショ

ンの会では、やはりいろんな立場の人が勝手に言いっ放し、議論がかみ合わないとい

う不満がかなりございました。そういう意味で、きょう事務局からご説明のありまし

た、双方向のフォーラムですとか継続的な論議というのはきちんとやらなきゃいけな

い。同じメンバーで何回か繰り返して、立場をはっきりさせておいて論議をする、こ

のリスクコミュニケーションの会をぜひ持たれるべきだというふうに思っております。 

 私どもは、食品の安全ということを願っていろんな活動を続けておりますけれども、

食品の安全にかかわるコミュニケーションを阻害する幾つかのことがございます。１

つは、これは私ども事業者の責任の部分でございますけれども、表示の偽装ですとか、

詐欺まがいの行為というのが一部の業者によって行われて、それが取り上げられる。

これは、私ども大多数の食品事業者が非常に一生懸命になって食の安全を守ろうとし

ているときに大変困ったことでございます。私どもからすると邪魔でございます。そ

ういう意味では、地方自治体も含めて行政が厳罰に処するということを明快にやって

いただきたい。これはとても大事なことだと思っています。ただ、ついつい新聞なん

かで報道されますと、食品事業者というのはみんなうそつきで、隠し事をしてという

ことになってしまうのが何とも悲しいことでございます。 

 それから、もう１つあります阻害要因は、これも食品事業者の問題ですけれども、

『売らんがな』のためのメッセージでございます。無農薬だとか、無添加だとか、有

機栽培だとか、場合によってはナスが、こんにゃくが体にいいなどという、中身の意
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味をほとんど明快にあらわさずにうたい文句だけを言ってしまう。それが繰り返され

るうちに、結果として、農薬というのは恐ろしいものだよ、添加物というのは危険な

ものだよというのが社会的には真実になってしまう。これはとても困ったことだとい

うふうに思っております。 

 消費者の方々が自分の選ぶ食品というものをきちんと自分の責任で評価する。この

ために重要な情報をきちんと流していく。これが大事なのでありますけれども、どう

もその部分がこういった企業の『売らんがな』、これをしないとうちの商品は売れな

いんだよ、あるいはこれを言わないと事業が成り立たないのだよというような受けね

らいのメッセージが、私たちのコミュニケーションをかなり阻害しているというふう

に思っております。ちょっと飛躍になるかもしれないですが、都に対しても、あるい

はこの審議会に対しても、ぜひその『受けねらい』をねらわないでいただきたい。こ

れをお願いしたいのでございます。 

 私、実を言いますと、この審議会の先生方のご論議は全然聞いておりませんで、今

日が初めてでございます。この中間取りまとめを見せていただいて、ううむと思った

ことが何点かございます。３ページ、「リスクコミュニケーションを行うことの目

的」というのが２番にございますが、その○の３つ目に「絶対的な安全『ゼロリス

ク』を達成するべきとの理想論もあり、実質的な安全を確保しようとする現実論との

ギャップが存在する」。これは、先ほど事務局からのご説明もありましたように、い

ろんな多様な意見があることは私もよく理解します。ただ、ここに書いてあります

「理想」という言葉は、正しいもので進むべき道であります。「現実」というのは、

しようがない、妥協しようやということです。そういう意味を持ちます。 

 こういうような表現をここに書くということは、先生方の、あるいは都の姿勢がや

はり受けねらいを考えているのではないか。リスク評価は内閣府に任せよう。リスク

管理は厚労省、農水省に任せよう。都は立場を明快にもせずに、ギャップを埋めるの

が我々の仕事だというような格好では、正しいリスクコミュニケーションにはならな

いのではないでしょうか。 

 これまた事務局の説明で、ゼロリスクはあり得ないということもご説明がありまし

たので、若干は安心したのでありますけれども、ゼロリスクではリスクコミュニケー

ションは成り立たちません。やっぱり情報の学術的な信頼性という言葉も出てまいり

ましたけれども、正しいことは正しいという立場を明快にした上で、リスクコミュニ

ケーションの中核になっていただくのが、私のお願いしたいことでございます。 

 以上でございます。 

【高橋（久）部会長】  ありがとうございました。 

 それでは次に、５番の方、お願いいたします。 

【発言者（５番）】  私どもの団体でも、この問題については非常に関心を持って

おります。審議会の方にも委員を出しておりますので、内容についても関心を持って

おりますが、まず今回のことについてですが、非常にこの「まとめ」と「意見を聴く

会」の時間が短過ぎた。もう少し時間的余裕を欲しいなというのが素直な感想です。 

 私どもが意見を申し上げるときには、評論家でありませんから、個人の意見という

よりも消費者団体として、ある程度消費者がどういうふうに理解されているかなとい
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うのを把握しておいて、それからこういうところに臨みたいというのが第１の基本に

ありますので、非常に残念だったなと思いました。こういうふうになるよということ

は聞いていたのですが、この発表の文書がないとどういうふうにまとめられたのかわ

からないので、それははっきり言って非常に今回困りました。今後、そういうパブリ

ックコメントを求める場合には、ましてや、食の問題なんていうのは皆さん関心があ

るので、そこの点も時間をかけてほしいと。 

 それからもう１つ、この審議会の出席委員の方にもちょっと伺ったのですが、今日

は検討部会ですよね。全体の審議会があるのですが、全体の審議会の中で果たしてど

の程度議論されて、どういう意見だったかなというのがまず知りたかったのです。そ

れがわからないので、そういう点では検討部会だけのまとめなのかな。それとも、審

議会が、全体はもっとほかに先生方がいっぱいいらっしゃいますけれども、そちらの

方で十二分な議論がされたのかなと。パブリックコメントを聞く場合にはそれからで

もいいじゃないのかなと思いましたので、これからもこういうふうな機会がありまし

たら、ぜひ時間的余裕をとっていただきたいと思います。 

 さて、リスクコミュニケーションという言葉は、例のＢＳＥ問題から非常に私たち

はなじみの深い言葉でありまして、いつどこでも意見が言えるのかな、意見が聞ける

のかなということで非常に期待を持っています。それで、国がＢＳＥ問題で何回もリ

スクコミュニケーションをやっていただいたものですから、できる限り参加して皆さ

んの意見も聞きたい、私どもの意見も言いたいということで参加したんですけれども、

何かやっぱり、お隣の先ほどの方がおっしゃったように、お互いの立場で意見を言っ

ているだけなのです。そこにコミュニケーションがない。それでは何のためにと。声

の大きい人がああいう集会場へ行って吠えているだけだなというふうな感じがせざる

を得ませんでした。 

 それで、基本的には委員会があるわけですから、こういうコミュニケーションの場

を持って、委員会の先生方が最終的に決定なさる場合には、そういう点をよく踏まえ

て十二分に時間をとっていただきたい。特にＢＳＥの問題なんかにはお互いの意見を

言いっ放しで、本当に私たちが業者さんの言葉を理解しようと思っても、ああいう大

きい立場だと主張するだけなのですね。消費者は心配だから聞くわけでしょう。その

心配に対して事業者がどのような反応をするかというと、商売として売らなきゃなら

ないから、これ以上の閉鎖は困るというようなことがあったので、リスクコミュニケ

ーションというのをこれから東京都が行われていくのだったらば、何にリスクがあっ

て、それをどういうふうに話し合いするという立場を十二分に踏まえたことで議論が

できれば、一番理想的だなと思います。 

 それで、やはり先ほどの説明にもありましたようにゼロリスクはないのだと。私た

ちもそれは思っています。でも、その問題で消費者の立場を言いますと、やはり科学

的に治験がどうなされているか、その辺がどのように議論されているかということを

正しくいろんな情報を踏まえて議論の対象にしたいと思っています。しかし今、科学

的知見という言葉が一般的に横行していますけれども、消費者としては専門家であり

ませんから、これは一番大事なところです。だから、その辺の情報がきちっとなされ

ていかないと、言いっ放し、聞きっ放し、あとは不安が残る、不満が残るというふう
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な感じにつながってしまうのではないかと思います。 

 それで、これからこのリスクコミュニケーションをどうするかということですが、

中間のまとめの図がありますけれども、こういう場を定着していこうよということは

私も非常にいいことだと思います。ですけれども、定着に向けた都の取り組みという

のがありますけれども、具体性がないと感じます。具体的に審議会の中でもきちっと

討議され、どういう場合にこれをやるんだ、定着するときにはどういう定着の仕方が

あるんだよということまで踏み込んでいただけると、私たちも、ああ、最終的にはこ

の問題はこういうところで議論されるから、そういうときに意見を言う機会があるの

だなというふうに思いますので、今後の審議会のあり方の中で、その辺の具体的なこ

とを決めていただきたいなと思います。 

 コミュニケーションというのは、やっぱり立場が違うとどうしても相入れないもの

が自然に出てくると思います。ですけれども、例えば牛の問題、農薬の問題で、これ

から一番大きく動くと思われる遺伝子組換え食品の問題があると思いますが、それな

らそれについて問題点を絞ってやっていただけると非常に助かります。全部含めてア

バウトにやっていただくと、私たちは頭の中がパンクし、まとまりがつきませんから、

リスクコミュニケーションをやる場合には、これについてのリスクコミュニケーショ

ンと。例の国がやっていたものでも、ＢＳＥ問題に絞っていてもあれなのですから、

もう少し東京都の場合にはきめ細かく、せっかくリスクコミュニケーションを行うな

らやっていただきたいなというのは思います。 

 それで、その中で事業者のやり方を信頼していくか、消費者の心配を事業者がどう

いうふうに理解されているかということをやっぱりつかみたいと思うのです。言いっ

放し、聞きっ放しだと、私たちは心配だから言っているのだけれども、それに対する

お答えが返ってこないので、非常にその辺は不満が残る部分であったのです。ですか

ら、一番大まとめの概要というのがありましたけれども、この辺もちょっといまいち

で、きょう私も説明を伺ってわかりました。私どもの団体でもこれを配布したのです

けれども、多分みんなわからないと思います。ですから、もう少し概要的にやるのだ

ったら、何をどうするかというので、コンパクトにできないかな。それはぜひこれか

らのこととしてお願いしたいなと思います。 

 だから、先ほど言いましたけれども、一例として具体的に、特にお隣さんが言った

ように、食品添加物なんて非常に消費者団体としては関心があるものですから、食品

添加物でもいろいろ問題がありますよね。だから、絞ってもいいけれども、やっぱり

こちらがおっしゃっていることと、私たちが思っていることが違うということで、こ

ういうふうな話し合いの場を持って初めてわかる部分があるのです。ですから、この

審議会というところでは、もう少し的を絞った意見交換会みたいのもつくっていただ

けると非常にありがたいと思います。 

 それで、私が最初にこの表を見て思ったのは、定着していく。いつでも都民と行政

と専門家と話し合いをする場があるということは、非常に画期的なことだと思ってい

ますので、具体的に決めていただきたいと思います。 

 以上です。 

【高橋（久）部会長】  ありがとうございました。 
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 発表された皆様、ありがとうございました。 

 次に、委員の方から発表者の方に対し確認したい事項がありましたら、ここでお願

いします。どうぞ、挙手をされて。 

【岡本委員】  発言者４番にお伺いしたいのですが、例えばラベルの偽装とか、そ

ういうようなことがあった場合に、協会としては、そういう業者を処分したり、ある

いは何かけしからんということを公知なさったりとかいう措置は、どのようになさっ

ていらっしゃいますか。 

【発言者（４番）】  岡本先生のご質問にきちんとお答えすることにならないかも

しれません。添加物協会は、実を言いますと、私ども自身でつかまえているところで

は、この２０数年私どもは協会をやってまいりましたけれども、食品添加物で日本の

お客様に健康影響を及ぼしたことは一度もございません。 

 それから、法律的に問題になりましたことは、平成１２年、１３年のころに無指定

の香料が、これはアメリカ、あるいはヨーロッパでは認められているものが日本では

認められていないということで、食品衛生法違反に問われたことがございまして、こ

れについては私どものしでかした失態だというふうに思っております。 

 ただ、先ほど厳罰に処していただきたいということを言いましたのは、明らかに偽

装表示だとか詐欺まがいの行為に関してやっていただきたいと思っております。それ

から、一生懸命やっているのだけれども、見落としがあったということに関しては、

もちろん責任はとらなきゃいけませんし、その問題を起こした会社は当然倒産に追い

込まれたわけでございまして、それなりの罰を受けたわけですけれども、私どもが処

分するとかそういうことでは、もちろん警告とか、意見交換はかなり厳密にやりまし

たし、それからその後、厚生労働省のご指導をいただきまして、私どもの会員でもあ

ります香料工業会というところで、特に欧米で使われている香料成分を日本でどう扱

うべきかという検討を必死になって今やっているところでございます。 

 そういうことで、厳罰に処せと言ったのは、どうにもならない詐欺まがいの行為に

関してはきちんとやってほしいと。それから、一生懸命やっているのだけれども見落

としがあるものについては、その失敗は失敗として、やっぱり繰り返して同じ失敗を

しちゃいけませんから、そのことは我々の会員の中できちんと残しておこう。しかし、

私ども自身で処分をするとか、そういうことはしておりません。 

 お答えになっていますでしょうか。済みません。 

【市川委員】  発言者（３番）にお伺いしたいのですけれども、私は、リスクコミ

ュニケーションというのは、食の分野だけでなく、いろいろな分野で必要だと考えて

おります。特に一般の市民に関係するような部分について、行政の方とか事業者の

方々がそれをちゃんと最初に、ここには市民、あるいは都民が関与しているというの

をきちんと考えるということがまず大切だと思います。 

 と思っているのですが、今回のご意見を聞いておりますと、施策の決定時に市民が

不在だったということを確かおっしゃったかと思うのですが、その不在というのは、

例えばアセスメントを行政が行うとかというときにも市民として参画がされていなか

ったとか、そういうふうにとらえてよかったんでしょうか。それとも、そういう部分

に例えば発言者（３番）の団体がいなかったととらえてよかったのでしょうか。 
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【発言者（３番）】  ちょっととらえ方がおかしいかもしれないのですが、アセス

の件に関しては、環境アセスにひっかからない用地の提供の枠組みだったわけです。

それは環境アセスですけれども、食のアセスの場合、もっとあいまいなのではないか

と思います。この飼料化施設に関しては、農水省の方で今年の６月に食品残渣飼料化

推進会議というのをやっていまして、ここの中の構成メンバーに業界の方たちもいま

す。ただ、消費者は１人ということで、ほとんど行政マンと業界の方たちで推進会議

の会議があった。消費者の代表の方も、東京のそういうスーパーエコタウンに関して

飼料化するということもご存じなかったです。だから、情報提供がそこでもされてい

ません。 

 まして、業界の大半の方がこの飼料化について消費者のコンセンサスを得られてい

るのだろうかという疑問の声しか出てこないような会議。じゃあ、今までどういう議

論をしてきてここに至っているのですかというぐらいに――それが公開でされていた

ので、報道陣もいましたし、この推進会議の最終は来年ということですので、あと１

回しか開かれないような、公開にされるのがそれだけでしたから、いかに今までのそ

ういうあり方というのが、本当に参加もなければ、政策決定の中にそういう業界と市

民とが議論していくような過程が不在だったということだと思います。 

 ですので、このコミュニケーションのあり方を反映させるということをぜひ確実に

確保していかなければ、政策に反映できるのかと。先ほどメリットの場所のところで、

行政の方が政策に反映させていけるということの一つの手法だと思うのですけれども、

その道筋をしっかりと踏まえていただかないと、結局それとは別のことが議会で行わ

れるのかなと。議会の方でも、やはり食品の業界ではなくて、いろんな業界の圧力と

か何かに政策決定がゆがんでいくような決定の仕方ではないかということでは、透明

性だとか、生活や健康に対する安全とかをもっと前提とした政策決定がされていくよ

うな、その道筋を示すためにもこういう場が本当に必要になってきているのではない

かと思います。 

 今まで本当に欠けていたのではないか。それを後追いしていって、後から後から不

満だけが出てくると、その決定過程自体にも不安や不信感を生んでしまっているとい

うことでは非常に残念な、本当にいいことでも評価されないということになりますの

で、業界の方々も持っていらっしゃる不安は、やはり消費者も持っていることにも、

全然議論がないことがきっと業界の方も感じておられているのだと思います。 

【林委員】  発言者（３番）に重ねてお聞きしたいのですけれども、要するにおっ

しゃったことは、消費者側が、行政サイドとリスクコミュニケーションをしたいとい

うときにそのような機会の設定がなかったというようなことなのかなと受け取ったん

ですが、私はまさにそれが大事な点だと思います。リスクコミュニケーションの場合

は、案件の設定だとかテーマの設定というのは、だれがやるのかという問題が重要で

あると思っています。 

 先ほどの中村さんのご説明で、例えばこのページでいくと６ページあたりにいろん

なリスクコミュニケーションの紹介がありますが、大変工夫をされていると思います。

例えばお弁当のつくり方などというので工夫はされていると思うのですが、あくまで

も行政側が工夫をしたテーマ設定なのです。ステークホルダーがそれぞれにテーマ設



 26

定、案件設定ができるような仕組みというものが重要だなと発言者（３番）の話を聞

いて思ったのですが、発言者（３番）はいかがでしょうか。それから、事業者サイド

ということで、発言者（１番）にその辺のご意見を伺いたいと思います。 

【発言者（３番）】  私は、この決定の前に議会議員の方にもアプローチしていま

したし、議員の方から委員会で取り上げますということがありましたので、この質問

をしてほしいとお願いしました。ところが、議員の方は、それを持って関係役人と打

ち合わせをします。そこで返答をいただいてしまう。すると、それについては突っ込

めなくなるそうです。委員会自体、職員の方が５０人ぐらい後ろにいて、委員の方は

１０人ぐらいなんですけれども、もう事前に打ち合わせができていて、質問すること

に対する答えも用意されていて、答えるのは１人ぐらいしかいないのに、後ろに５０

人も職員が待っていて何を答えるのかなというぐらいに……。 

 それで、突っ込んだ質問はできないと言われました。議員がこんなに軽視されてい

いのかしらと思います。自由な議論とかディスカッションが委員会ですらできていな

いのに、私たちにその場が提供されても、本当にそれが政策決定の糧になるだろうか

という不安を持ちました。議員の扱いについてもやっぱり役所主導。こんな場で言っ

ていいのかわかりませんけれども、どうもコントロールされているとしか言いようが

ない。そこで議論を深めていただいて、もっと市民に納得のいくような説明を次の糧

としてやっていただけるのであれば、委員会の意味もあるかもしれないですけれども、

もう事前に打ち合わせもされ、答えもわかっていてという中では、委員会機能すらも

できていないのではないでしょうかということですね。 

 だから、そういったことからも議会改革は、市民が選んだ議員の方たちをもっとそ

ういう場に出していかなければいけないでしょうし、議員の人たちももっと市民の方

に目を向けて、声を聞く立場だということを認識していただくためにも、こういうコ

ミュニケーションというもののその先をしっかりさせていかなければいけないんじゃ

ないかなと思います。 

【発言者（１番）】  私自身が今の論議にはなかなか絡めない部分があって、あら

ゆるいろんな委員会とかに企業の立場からしても参画できるわけがないのです。とて

もそれなどはわかるわけがない。そうすると、結局民主主義ですから、選んだ方々に

お願いをして論議してもらう。それを今度は開示していただいて、そこに今ですとい

ろんなパブリックコメントだとかいう形での意見を反映する場が提供されているのだ

と思います。結局そういうことでやらないと、やはり効率を考えたときにできないだ

ろうなと。現実問題、すべてをあらゆる人たちが参画して論議してなんていったって、

できないのではないかと思います。 

 ただ、今のご指摘の中には、きちんと論議されていないのではないかという部分の

ご指摘だったと思うのですが、それはそこでの問題点だろうなという感じはしていま

す。ですから、逆にいえば、説明責任ということがよく私どもの企業には求められま

す。説明責任は当然まずは東京都側にもあるし、それがもし不十分というふうに理解

されているのならば、やはりそれについて不十分と思われた方々が意見を上げて、声

を大きくして言っていかないと、直らないだろうなと感じはします。 

 今、林先生が私になぜ振られたのかよくわからなかったのですが、私自身も今のお
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話について、何を言っていいかわからなかったというのが正直なところでございます。

済みません。 

【高橋（久）部会長】  私、ちょっと発言者（２番）に伺いたいのですが、よろし

いでしょうか。安全で元気な食材ということを主張されていらっしゃるのですけれど

も、今現在、学校給食でご自身がかかわっていらっしゃる食材というのが、安全で元

気な食材ではないという思いをお持ちでいらっしゃるのでしょうか。 

【発言者（２番）】  全く安全であると思って購入していない場合もあります。た

だ、私がそこで「安全で元気な」と言ったのは、先生もおわかりだと思うのですけれ

ども、野菜を例えれば、元気な土壌でできたものというのは、大根には大根のおいし

さ、ニンジンにはニンジンのおいしさがあります。ところが、給食で購入可能な範囲

のお金の中で購入するものでは、和え物などを調理した場合には、やはりそれぞれの

おいしさというものが出ないのです。それでは、どこでそれを補うかといいますと、

調味料で補います。調味料でしたらば大量には使えませんので、子どもには申しわけ

ないのですけれども、ごまかすというような形になってしまうと思いますが……。 

 前に、大手メーカーの種の会社の方とお話ししたときに、私がそのことについて公

の場でお願いしたことがあったのです。そのときに「ニンジンがニンジンのにおいが

したら、消費者には売れませんよ」と、私が思っているようなことではとても商売と

して成り立たないというふうなことを遠回しに言われてしまいました。そういったこ

とから、私は、全部が安全ではないというふうには思いませんけれども、疑問を感じ

ながら給食をやるのも嫌ですので、なるべく自分が納得できるような、ここまでだっ

たら納得したい、納得しない限りはできないと思うのです。ですから、自分が手に入

る可能な範囲の中で模索をしたりして、いろいろ探したりはいたしますが、全部が全

部果たして安全かとなると、私は少し不安なところも確かにあると思います。小麦粉

に関しましても、実際輸入されたものもありますし、パンなどいろいろありますので、

その辺、ちょっと先生の今のご質問のお答えになっていないかと思うのですけれども、

済みません。 

【高橋（久）部会長】  ここで私が自分の考えを言うのも変なのですけれども、私

は、基本的に今、日本のその辺のスーパーで売っているものに危険なものはないとい

う立場をとっています。当たり前の価格で当たり前のものを買ってきて煮炊きして食

べれば、特別大きな問題はないという立場をとっているものですから、学校給食とい

うのはよほど劣悪な素材を使っているのかなという疑問を今感じた次第です。 

【発言者（２番）】  決して今スーパーで売っているものがどうのこうのではなく

て、現実に私もそのようなところで購入しています。でも、もっとおいしい、先ほど

申し上げましたようなそれぞれの素材の味があります。子どもはとても味覚が敏感な

のです。このような味覚が敏感なときに、私はやはりおいしいものを食べさせてやり

たいというのが願いです。ですから、決して市場のものを私は非難しているわけでは

ありません。よろしいでしょうか。 

【高橋（久）部会長】  ほかにいかがでしょうか。お願いいたします。 

【池山委員】  発言者（４番）にお聞きしたいと思います。私は、この場で申し上

げるのはなんですけれども、やはりリスクをどうとらえるかというところにおいて、
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本来は消費者と事業者、それから行政なんかも含めたコミュニケーションが、今本当

に必要だなと思うのは、添加物の問題と農薬じゃないかなと、もちろん今はＢＳＥと

いう問題が起きているのですが、前から思っております。双方がともに過去いろいろ

ございまして、発言者（４番）も、事業者の『売らんかな』の姿勢とか、偽装とかと

おっしゃいましたけれども、そういうことだけではなく、まさに双方が情報の提供を

お互いに交換していないということもあって、私は今後この問題は大事な問題だと思

っているんです。 

 例えば協会の方として、このリスクコミュニケーションのあり方のところにもあり

ますけれども、情報提供などをどのように積極的に消費者に対してなさるというお考

えでしょうか。また、そこに私どもがどのように参加をしていくかということについ

て、行政なども通じて何かお考えがありましたら、お聞きしたいと思います。 

【発言者（４番）】  あらゆる場を通じて私どもは皆様方との論議をと申しまして

も、私どもの実力がございまして、事務局員も１０人程度のものでございますから、

日本全国駆けめぐるというわけにはいきません。それでも一生懸命やっているつもり

なのですけれども、例えば「食育基本法の成立を祝う会」なんていうのが東京のホテ

ルでありましたけれども、あのときにも私どもはパンフレットを持って皆さんに呼び

かけました。そうしましたら、「添加物は食育か」というご質問を大分いただきまし

た。かなりそこで論議をさせていただきました。 

 先ほど申しましたように、人間が食生活を始めるとほぼ同時ぐらいにいろんな工夫

を食品に対しては行ってきたわけでして、その中で食塩にしても、お酢にしても、保

存のためにいろいろな使い分けをしてきました。平安時代とか、それ以前にも日本に

は今であれば添加物と思われるものの使用もありました。長い歴史を持っているもの

でございますから、私たちの食生活を健全に営むために、人間の知恵として今までや

ってきています。もちろんほかにもあります。冷凍することによる保存性の向上など、

いろんな食にかかわる技術がございますけれども、そのうちの人間がつくり出したと

ても大事な技術のうちの１つじゃないかと思っております。 

 池山先生の今のご質問で、国との関係ということでありますれば、私ども、国が指

定をする添加物というもののいろんな意味での広報をしているわけですけれども、１

０年に１度ほど、添加物の公定書というものを作成いたします。この添加物はこうい

うもので、こういう規格で、こういう使い方をしないといけないということが明快に

書いてある書物でございます。今、第８版というのを作成中でございまして、今年度

中には出版をすると厚生労働省が言っておりますので、そういったことのお手伝いを

一生懸命しておるところでございます。 

 そういう意味では、日本においては厚生労働省、内閣府の食品安全委員会、あるい

は世界的に見ればＣｏｄｅｘの委員会等に私どものメンバーを派遣して、いろんな論

議をして、どういうことをすれば、その安全の確認というようなことがさらにさらに

進むのか。それを消費者の皆さんにおわかりいただくにはどういう工夫があるのかと

いうことをやっているつもりです。 

 ただ、いかにも、まず先生がおっしゃったように、心配事は農薬と添加物であると

おっしゃられた。そういう方が非常に多うございまして、壁は厚いなと思っておりま
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す。決して皆様方にご迷惑をおかけするような代物じゃないということを一生懸命時

間かけて言うしかないなというのが今思っていることでございます。 

 ありがとうございました。 

【中村委員】  最後の発言者（５番）にお伺いします。先ほどおっしゃった中で、

東京都のこういうものが提示されて、検討する時間がなかったということをおっしゃ

った。消費者団体と事業者の団体とがいろいろ意見を交換する、リスクコミュニケー

ションをとる時間が非常に少ないため、それぞれの立場で言いっ放しになってしまう

ということもおっしゃいましたが、例えばそういう消費者団体の方と事業者の方が、

じっくりひざを交えてお話しする機会が現実にあるのかないのか。あるいは、ご経験

の中でそういう機会があったのだけれども時間が足りなかったということなのか、全

然そういう場がないのか。それから、そういう場が必要だということはおっしゃって

いるのですが、そういう場を設ける主体はどこが一番いいのかというところを、お考

えがあったらお聞かせいただきたい。 

 第２点は、先ほど発言者（１番）が、情報の共有と理解の共有は別の問題だという

ことをおっしゃった。私もリスクコミュニケーションの場に何度か出させてもらって

いるのですが、時間がないせいもあるのかもしれませんけれども、お互いがだめなも

のはだめというのか、かなり譲り合わないところがあって、それが言いっ放しの一つ

の原因かなという気もしています。 

 だから、理解の共有まで進む、お互いが言っていることはここまでは理解できるか

ら、言葉は悪いですけれども、ここまでは妥協しよう、譲り合おうというような余地

といいますか、考え方が、消費者の方、事業者の方にあるのかどうかということもお

伺いしたい。なければない、私の意見が通らないと、とてもじゃないけれどもコミュ

ニケーションはいけませんよというのであれば、これはリスクコミュニケーション自

体をそもそも否定しているという言葉にもとれないこともないものですから、その辺

の率直なところのご意見、お考えをお聞かせいただければありがたいのですが。 

【発言者（５番）】  今のご質問ですが、私も急いでいたものですから全部ひっく

るめて言いましたけれども、細かく言いますと、消費者団体としては、添加物とか、

そういう表示とかについては、個々に業者との話し合いというのもします。そのよう

な機会もありますから、そのような時にはじっくりできることもありますけれども、

やっぱり規模が大きくなると、主張だけで終わってしまう。 

 先ほどリスクコミュニケーションができなかったのではないかというのは、国の今

のＢＳＥ問題で盛んにやられている集会、ああいうやり方では、私どもも本当に納得

しないままいってしまったという部分があります。そういうところについては不満が

残るみたいなこともありますから、そのときそのときのレベル、問題では納得がいっ

たり、不満が残ったりということもあります。しかし、今回気になったのは、東京都

がこのような場を定着させるという非常にいい案を出されましたので、それが具体的

にどのような形であるというのがわかると私たちも参加しやすいなと思って、そうい

うことなのですけれども、おわかりですか。 

【池山委員】  発言者（５番）へのご質問ですけれども、私も消費者団体ですので、

そこら辺の感じですけれども、消費者団体は食の問題なんかでも非常に一生懸命取り
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組んでおりまして、食の安全というものに対して、積極的に自分たちが消費者の皆様

とともに発言をしていかなきゃいけないと思って学習もしています。しかし、やはり

今までですとなかなか私たちの発言の場というのが確保もされないし、発言をする機

会というのももちろん少のうございまして、事業者に対しても、行政に対しても常に

風通しのいい関係というのがなかったものですから、発言する場となると、何か企業

の方が不祥事をしたときに行って、けしからんと告発する場というのが多かったと思

います。ですから、自分の意見を短い時間の中でどう効果的に発言するかというふう

なスタイルがずっと長年続いてきたわけです。 

 そのようなことから、やはりさまざまな場でのリスクコミュニケーションの大切さ

が私どもも身にしみてわかっておりまして、事業者の方も本当に積極的に情報提供し

てくださる、行政の方も積極的に情報提供してくださる。そういうところに対して、

私たちがきちっと意見を言うというのは、本当にここ何年かの間で根づいてきたとい

うふうに実感を持っております。 

 ただ、そう申しましても、やはり聞くということに対しての訓練が私個人も慣れて

いないものですから、相手の言っていることをきちっと聞いて、それを一旦、どうい

う考えかと自分できちっと分析し、そして私たちがどう考えるかというふうに返すと

いうことについて、まだまだ訓練が足りないと思っております。しかし、いろんな場

はちゃんと設定もできまして、場も多くなりましたので、私は、さっきおっしゃった

ように、少しずつではあるが、効果は目に見えてはいないがということですね。そう

いうことから、私は東京都のこういうあり方を地域でというのは、自分が委員でいな

がらこういう言い方をするのはあれですけれども、私どものそういう意味ではとても

いい訓練というか、参加をして鍛えていくという場にはなっていると感じております。 

【高橋（久）部会長】  ありがとうございました。そろそろ時間のことを思うので

すけれども、委員の中でご発言がなかった委員さん、一言ずつでもお願いいたします。 

【丸山副部会長】  質問ではないのですけれども、先ほど５名の方のお話を伺って

いて、この検討部会がこれまでに検討してきたことに誤解がないようにお話し申し上

げたいと思います。本来これは座長さんなり事務局から申し上げることかもわかりま

せんが、部会と委員会は両方とも審議をしておりまして、今回ここに提案されている

ものはほんのたたき台でございますので、これがもとになって、パブリックコメント

や何かも入れて、さらにいいものをつくっていくのだろうというように理解して頂き

たいと思います。 

 高野様がおっしゃっていたと思うのですが、３ページにあるゼロリスクの理想論と

いうのも前回の委員会の中でお話が出まして、こういうことも検討しております。こ

れが私どもの結論ではないということをご承知おきいただきたいと思っております。 

 私の方からは以上でございます。 

【原委員】 チェーンストア協会でございます。 

 まさしく食の安心・安全ということはこの５年――３年前にいろいろなメーカーも

小売も不祥事を起こしまして、大問題になったわけですけれども、今、我々チェーン

ストア協会で最も大事なのは、コンプライアンスだという位置づけになっておりまし

て、表示のミスという問題についても積極的に告示をして、リスクコミュニケーショ
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ンを図っていくという姿勢になっております。 

 一方で、先ほどございましたけれども、消費者団体の方とは年に３回、関東圏、東

京都は毎年、あとは年２回ずつ回りまして、コミュニケーションを図るという会をや

っております。そういう場を通じても、リスクコミュニケーションは非常に大事だと

痛切に感じておりまして、今いただきましたご意見は、この場だけでなくて協会の方

にも反映させていただきたいというふうに思っております。 

 今日はありがとうございました。 

【湯田委員】  食品衛生協会の湯田でございます。 

 私どもは、都内の食品の事業者を束ねている団体でございまして、リスクコミュニ

ケーション、私どもは行政と連携を図りながら、都内で大体年間、各地域で２０前後

の懇談会を開いております。内容はいろいろ千差万別ですけれども、消費者団体の方

も参加していただいている地域もございますので、これから開催の機会がありました

ら、消費者の方々も参加をしていただけたらと、こんなふうに思っております。 

 私どものホームページを見ていただきますと月間の予定が載っておりますので、地

域のこういうリスコミの会は記載されておりますので、ごらんいただいて参加をして

いただきたいと、こんなふうに思っておりますので、よろしくどうぞ。 

【高橋（久）部会長】  ありがとうございました。 

 先ほど副部会長が補足してくださいましたが、今日の会、それからパブリックコメ

ントの募集ということは、前回の検討部会のまま、それをそのままＷＥＢサイトにア

ップしたということでして、その辺をどういう順番でするかということも含めて、ま

たこれからの検討課題かと考えました。 

 それでは、本日いただきましたご意見を参考にして、食品安全審議会検討部会とし

て引き続き検討を進めていきたいと考えております。 

 発表者の皆様方には貴重なご意見をありがとうございました。 

 では、進行を事務局にお返しいたします。 

【小川食品監視課長】  大変ありがとうございました。 

 それでは、これで「意見を聴く会」を終了させていただきます。 

 なお、本日傍聴された皆様の中で、この中間のまとめに対するご意見等がございま

したら、本日受付のときにアンケートを差し上げたと思いますので、それにご記入の

上、受付の方に出していただければ、私どもはその意見を意見募集の一部として活用

させていただきたいと思いますので、どうかよろしくお願いいたします。 

 それでは、本日はどうも長い間ありがとうございました。 

              午後０時０２分閉会 


